
健康増進法に基づく基本方針の改正案（概要）  
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健康増進法第7条第1項に基づき、厚生労働大臣は「国民の健康の増進  
の総合的な推進を図るための基本的な方針」（以下「基本方針」という。）を  
定めている。また、同法第8条第1項及び第2項に基づき、都道府県及び市  
町村は、基本方針を勘案して、都道府県健康増進計画又は市町村健康増  
進計画を策定することとされている。  

空白改正の趣旨  

「今後の生活習慣病対策の推進について（中間とりまとめ）」（平成17年9  

月15日・地域保健健康増進栄養部会）において、都道府県が総合調整機能  
を発揮すべく、都道府県健康増進計画の内容充実の必要性が指摘された。  
さらに、今般の医療構造改革においては、国民の生活習慣改善に向けた普  
及啓発を積極的に進めることなど疾病の予防の重視が柱の一つとされた。   
以上のことを踏まえ、「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための  

j   

基本的な方針」を改正することとした。  



3．改正の内容  
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や、都道府県における市町村、医療保険者、地域の関係団体と連携した健 屋室  
康増進に関する施策に携わる専門職等への研修の充実を図ることについぞ  

記載する。  
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平成20年4月1日（予定）   
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健康増進法に基づく基本方針の改正案  

改正案   修正理由   

方針は、二十一世紀の我が国を、すべての国民が健や  
豊かに生活できる活力ある社会とするため、壮年期死   

少、健康寿命（認知症又は寝たきりにならない状態で   

きる期間をいう。）の延伸及び生活の質の向上を実現   

とを目的として、国民の健康（心身の健康）の増進の   

な推進を図るための基本的な事項を示すものである。   

国民の健康の増進の推進の基本的な方向   

一次予防の重視   

我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変化に   

い、二十一世紀の我が国をすべての国民が健やかで心   

かに生活できる活力ある社会とするために、従来の疾   

対策の中心であった二次予防（健康診査等による疾病   

早期発見及び早期治療をいう。）や三次予防（疾病が   
症した後、必要な治療を受け、機能の維持及び回復を   

ることをいう。）にとどまることなく、一次予防（生   

○疾病ではないメ                  習慣を改善して健康を増進し、生活習慣病等聖堂壷を   

防することをいう。）に重点を置いた対策を推進す  タポリ ックシンド   

0   ロームを含めるた  

め。   

健康増進の支援のための環境整備  

社会全体による支援   

健康の実現は、元来、個人が主体的に取り組むべき   

課題であるが、家庭、地域、職場等を含めた社会全体   

としても、その取組を支援していくことが重要であ   

る。このため、行政のみならず、広く国民の健康増進   

を支援する民間団体等の積極的な参加協力を得なが   

ら、国民が主体的に行うことのできる健康増進の取組   

を総合的に推進していくことが必要である。   

休日及び休暇の活用の促進  

健康づくりに向けた休日や休暇の活用は重要であ   

り、その過ごし方は個人の自由な選択に基づくもので   

あることを前提としつつ、個人が休日又は休暇におい   

て運動を行う等の積極的に健康づくりを図ろうとす   

る活動の支援や、健康づくりのために取得する休暇   

（健康休暇）の普及促進等を図るための環境整備を行   
うことが必要である。   

目標の設定と評価  

健康増進の取組を効果的に推進するためには、多くの   

係者が情報を共有しながら、現状及び課題について共   

の認識を持った上で、課題を選択し、科学的根拠に基   

くこ具体的目標を設定する必要がある。また、目標に到   

するための諸活動の成果を適切に評価して、その後の  
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健康増進の取組に反映できるようにする必要がある。  

四 多様な関係者による連携のとれた効果的な健康増進  
の取組の推進   

1 多様な経路による情報提供   
健康増進は、最終的には、国民一人一人の意識と行   

動の変容にかかっていることから、国民の主体的な健   

康増進の取組を支援するためには、国民に対する十分   
かつ的確な情報提供が重要である。このため、各種の   

情報伝達手段や保健事業における健康相談、健康教育   
等の多様な経路により、それぞれの特徴を生かしたき   
め細かな情報提供を推進する必要がある。   

2 ライフステージや性差等に応じた健康増進の取組   

の推進   

地域、職場等を通じた国民全体に対する働きかけと   

生活習慣病を発病する危険度の高い集団への働きか   

○文言の適正化        けとを適切に組み合わせる三上等により、対象者の特   

性やニーズ等を十分に把握し、ライフステージ（乳幼   

児期、中年期等の人の生涯における各段階をいう。）   
や性差に応じた健康課題に対して配慮しつつ、乳幼児   

期からの健康増進の取組を効果的に推進することが   

重要である。特に、思春期は、不登校、引きこもり、   

思春期やせ症をはじめとした課題があることに留意   

する必要があり、また、女性の生涯にわたる健康につ   

いても、性差に着目した対策が講じられるよう配慮す   

べきである。   

3 多様な分野における連携   

健康増進の取組を進めるに当たっては、健康づくり   

○老人保健事業の介    対策、母子保健、精神保健、老／l、保健介護予防及び産   
業保健の各分野における対策並びに医療保険の保険  護予防対策等への移   

者が実施する対策を含めた厚生労働行政分野におけ  行に伴う修正。   
る健康増進に関する対策（食育の推進を含む。）のみ  ○食育の推進を追   
ならず、学校保健対策、ウオーキングロード（遊歩道  加。  

等の人の歩行の用に供する道をいう。）の整備などの   

まちづくり対策、森林等．の豊かな自然環境の利用促進   
○生涯スポーツ分野      対策、総合型地域スポーツクラブの活用などの生涯ス   

ボーッ分野における対策、健康関連産業の育成等、関  における対策の具   

係布政分野、関係行政機関等と十分に連携をとって国  体例を追加。  
民の健康増進を図っていく必要がある。   

○文言の適正化。    また、国、都道府県、市町村及ぶ（特別区を含む   
以下同じ。）、健康増進事業実施者、医療機関その他   
の関係者は、国民の健康増進の総合的な推進を図るた   

め、相互に連携を図りながら協力するよう努める必要   

がある。   

第二 国民の健康の増進の目標に関する事項  
国は、健康増進について全国的な目標を設定し、広く関   
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者等に対してその目標を周知するとともに、継続的に健  

指標の推移等の調査及び分析を行い、その結果に関する   

報を還元することにより、関係者をはじめ広く国民一般   

意識の向上及び自主的な取組を支援するものである。   

地方公共団体においては、全国的な健康増進の目標を参   

に、それぞれの実情に応じて、関係者間で共有されるベ   

目標を設定する必要がある。   

また、地域、職場、学校、個人等においても、これらの   

標を参考としつつ、地域等の実情に応じて目標を設定   

、そのための計画を策定することが望まれる。   

都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策   

定に関する基本的な事項   

健康増進計画の目標設定   

都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画（以下   

「健康増進計画」という。）の策定に当たっては、地方   

公共団体は、地域住民の健康に関する各種指標の状況や   

地域の社会資源等の地域の実情を踏まえ、独自に重要な   

課題を選択し、その到達すべき目標を設定すべきであ   

○健康日本21中  

間評価において、  

代表的な目標項目  

とされたものにつ  

対し、メタポリックシンドロー いての記載を追  

加。  

びに食生活、運動及び喫煙等に関する目標の設定が必要   

である。   

また、市町村においては、国や都道府県が設定した目   

標を勘案しつつ、具体的な各種の施策、事業、基盤整備   

等に関する目標に重点を置いて設定することも考えら   

れる。   

計画策定に当たって留意すべき事項   

○都道府県が中心  健康増進計画の策定に当たっては、次のような事項に   

留意する必要がある。   的な役割を果たす   

皇⊥ 都道府県は、市町村、医療保険者、学校保健関  ことをより明確化   

係者、産業保健関係者等の一体的な取組を推進する  するため記載の順   

観点から、健康増進計画の策定及びこれらの関係者  番を変更。   

の連携の強化について中心的な役割を果たすこと。  ○目標を達成する   

このため、都道府県は、都道府県単位で健康増進事  ためには、関係者  

の取組の進捗状況  

や目標の達成状況  

について分析・評  

価し、計画の見直  

しに反映させる必  

要があるため記載  

に参加を要請するなど、連携を図ることこ）   を追加。   

また、保健所は、関係機関との連携のもと、地域   
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保健の広域的、専門的かつ技術的拠点として、地域   
の実情に応じ、市町村における計画策定の支援を行   
うこと。旦 
ける計画策定及び瘡面七ぁたり、都道府県労働局と   

土面 筆定する医療法（昭和三上三   
隼準律第二百五号）第三十条の四第一項に規定する   

医療計画や老人保健福祉計画 、高齢者の医療の確保   
笹関する法儲（昭和五十七年法律第八十号卜第九条   

第一項に規定する都道府県医療費適正化計画、介護   
嘩険法（平成九年法律第百二十三号）第百十八条第   

二墾に規定する都道府県介護保険事業支援計画、が   
ん対策基本法（平成十八年法律第九十八号）第十「   

条第一項に規定する都道府県がん対策推進計画等   

甲都道府県健康増進計画と関連する計画との調和   

に配慮し、都道府県が中心となって策定すること。  
且 市町村において、市町村健康増進計画を策定する   
に当たっては、事業の効率的な実施を図る観点か   
ら、医療保険者として策定する高齢者の医療の確保   
鞭引こ規定する特定健康   

診査等実施計画と市町村健康増進計画を一体的に   

策定するなど医療保険者として軍施する保健事業   

と市町村として実施する健康増進事業との連携を   

図るとともに、市町村が策定する介護保険法第百十   
七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画等   

の市町村健康増進計画と関連する計画と調和を図   

るよう留意すること。  
且 健康増進法第十七条及び第十九条のこに基づき   
市町村が実施する健康増進事業について、市町村   
は、市町村健康増進計画において位置付けるよう留   
意すること。  

省一5 一定の期間ごとに、計画の評価及び改定を行  

○関連する計画名  

の修正、追加。  

○市町村国保が策  

定する特定健診等  

実施計画と市町村  

健康増進計画を一  

体的に策定するな  

ど事業の連携につ  

いて記載。  

○平成2 0年度か  

ら健康増進法に位  

置付けられる事業  

についての記載を  

追加。  

○これまで十分に  

行われてこなかっ  

た、関係者の役割分  

担や連携の必要があ  

るため追加。   

○住民の意見を反  

映させる点を明確  

化。  

評価に当たっ   い、継続的な取組に結びつけること。  

ては、者嘩   
く、解学校保健関係者、産業保健   
関係者等におけろ塵坤や目標の達成状   

況について評価し、その後の昼型筆に反映するよう   

留意するこL  

ふ且 都道府県及び市町村は、健康増進計画の策定、   
実施及び評価の全ての過程において、住民が皇生壁   
凱与するよう留   

意すること。  

第四 国民健康・栄養調査その他の健康の増進に関すろ調査  
及び研究に関する基本的な事項  
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一 健康増進に関する施策を実施する際の調査の活用   

国、及沓地方公共団体及び独立行政法人等において   

は、国民健康・栄養調査や都道府県健康。栄養調査、健   

○新たに収集すべ      康診査、保健指導及び地域がん登録事業等の結果、疾病   

等に関する各種統計並びに診療報酬明細書（レセプト）  き情報について追   

生温盈その他の収集した情報等を基に、個人情報につい  加。   

て適正なみ取扱いの厳格な実施を確保することが必要   

であることを認識し、個人情報の保護に関する法律、行   

政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十   

五年法律第五十八号）、独立行政法人等の保有する個人   

情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十九号）、   

個人情報の保護に関する法律第十一条第一項の趣旨を   

踏まえて地方公共団体において制定される条例等を遵   

守つ；幸分留暮しつつ、現状分析を行うとともに、健康増   

進に関する施策の評価の際に、各種調査の結果等を十分   

活用するなどにより、科学的な根拠に基づいた健康増進   

に関する施策を効率的に実施していくことが重要であ   

る。   

二 健康の増進に関する研究の推進  

国及び地方公共団体においては、国民の生活習慣と生   

活習慣病との相関関係等に関する研究を、個人情報の取   

扱いに十分留意しつつ、推進し、研究結果に関して的確   

かつ十分な情報の提供を行うことにより、個人の効果的   

な健康増進の支援を行っていくことが必要である。   

五 健康増進事業実施者間における連携及び協力に関す   

る基本的な事項   

各保健事業者が質の高い保健サービスを効果的かつ継   

続的に提供し、さらに、転居、転職、退職等にも適切に対   

応し得るよう、保健事業の実施に当たって、既存の組織の   

○地域・職域連携推          有効活用のほか、地域。職域連携推進協議会等が中心とな   

り、共・同事業の実施等保健事業者相互の連携の促進を図る  進協議会等の役割を   

ことが必要である。   追加。   

なお、健康診査の実施等に係る健康増進事業実施者間の   

連携については、これらによるほか、健康増進法第九条に   

基づく健康診査の実施等に関する指針の定めるところに   

よる。   

六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、歯の健康の保持そ   

の他の生活習慣に関する正しい知識の普及に関する事   

工百  ／ 、   

一 基本的考え方   

マスメディアを通じた広報やインターネットによる   

○産業界とも連携              情報の提供、ボランティアによる情報の提供、産業界と   

連携した健康関連サービス提供の際の情報の提供等多   した情報提供を図  

ることも必要であ  様な経路を活用するとともに、対象集団の特性に応じた   

効果的な働きかけを、複数の方法を組み合わせて行って  るため追加。   

いくことが重要である。また、情報提供の内容は、科学   
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的知見に基づいたものであるとともに、分かり易く、取  

組に結びつき易いものとなるよう工夫する必要があり、   

さらに、国等は、生活習慣の各分野に閲し、指針の策定、   

普及等に取り組む必要がある。   

二 健康増進普及月間   

※普及月間につい  九月を健康増進普及月間とし、国民一人一人の自覚を   

高め、健康増進の取組を→層促進するよう健康日本二十  ては、別途改正の   

一全国大会を実施するなどの広報を行うこととする。   可能性あり。   

第七 その他国民の健康の増進に関する重要事項   

一 国民の健康増進の推進体制整備   

医療保険者、医療機関、市町村保健センター、教育関   

係機関、マスメディア、企業、ボランティア団体等の広   

く健康増進に関係する機関及び団体等が、調整のとれた   

国民の健康増進のための取組を継続的に実施していく   

ために、これらの機関等から構成される中核的な推進組   

織が設置され、効果的な運用が図られることが望まし   

い。   

また、国は、地方公共団体が健康増進計画の策定等を   

○今回追加したレ                     行う際に、各種統計資料等のデー夕べースの作成や分析   

手法の提示等の技術的援助を行い、都道府県も市町村に  セ プト について   

対し同様の技術的援助を行うことが必要である。   は、分析手法を提  

示する予定である  

ため。   

二 民間事業者等との連携   

国及び地方公共団体は、有酸素運動や温泉利用を安全   

かつ適切に行うことのできる健康増進施設及び医療機   

関、労働者の健康管理等に係る業務についての相談、情   

○社会保険センタ        報提供等を行う地域産業保健センター、社会保険車；／タ   

上＝＝Lその他民間事業者等と一層の連携を図り、健康増進の  ーは廃止予定。  

取組を推進する必要がある。   

三 健康増進を担う人材   

○特定保健指導の  地方公共団体においては、医師、歯科医師、薬剤師、   

保健師、助産師、看護師、准看護師、管理栄養士、栄養  実施内容との区別   

士、歯科衛生士その他の職員が、栄養・食生活、身体活  を明確化するため  

○  

の健康等の生活習慣全般についての保健指導及び住民   

からの相談を担当する。   

○平成19年度に予   

するための保健師、管理栄養士等の確保及び資質の向  算措置した禁煙普   

上、健康スポーツ医や健康づく りのための運動指導者と  及員を追加。「地   

の連携、食生活改善推進員、禁煙普及員等のボランテイ  域保健対策の推進   

ア組織や健康づくりのための自助グループの支援等に  に関する基本的な   

努める必要がある。   指針」（平成六年厚   

このため、国は、総合的な企画及び調整の能力の養成  生省告示第三百七  

十四号）第6の6  延びに指導者としての資質の向上に重点を置いた研修   

しっ充実を図るとともに、都道府県は、軒町村、医療保険  と同様に、ボラン   

－6－   



畳」些盛盤  

監査士豊里卿⊥塾互生些団体些畢真  

空更鋤阻主皇塾遜  

に携わる専門職等に対し、最新の科学的知見に基づく内  

ティア組織に加え  

、主体的な個人同  

十が助け合う自助  

グループを追加。  

○人材育成に係る  

国と都道府県の役  

割分担を明確化。  

査弛   

また、地域保健担当者、学校保健担当者等は、国民の  

健康増進のために相互に連携に努める必要がある。  

－7－   




